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臨
時
議
会
で
は
、
１
９
年
度
か
ら

全
中
学
校
で
給
食
を
実
施
す
る
た
め

の
給
食
セ
ン
タ
ー
建
設
の
用
地
買
収

議
案
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。
用
地
は

八
夫
地
先
で
、
面
積
は
１
０
５
４
１

㎡
、
１
億
８
４
６
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。 

給
食
セ
ン
タ
ー
建
設
問
題
で
は
、

当
初
、
予
定
地
は
今
回
と
同
じ
八
夫

地
先
（
湖
南
病
院
隣
接
地
）
で
し
た

が
、
同
地
が
野
洲
川
土
地
改
良
区
の

受
益
地
で
あ
り
建
設
が
不
可
能
で
あ

る
こ
と
が
買
収
交
渉
に
入
っ
て
か
ら

明
ら
か
に
な
る
な
ど
、
当
局
の
調
査

不
足
や
怠
慢
が
露
呈
し
ま
し
た
。 

今
議
会
で
は
、
新
た
な
用
地
買
収

 ２３日に臨時市議会が開催されました。臨時会では、ネットワーク

議員団が提案した、民主主義否定の議員定数削減案が反対多数で

否決されました。また、今議会では、中学校給食の実施へ、給食セン

ター用地の買収議案が議決されました。 

これにより１９年度から市内全中学校で給食が実施されます。   

 

臨
時
議
会
で
は
、
「
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

野
洲
」
議
員
団
が
提
案
し
た
、
定
数
削

減
案
（
２４
名
を
１８
名
に
）
を
反
対
多

数
で
否
決
し
ま
し
た
。 

 

同
議
員
団
の
削
減
理
由
は
、
「
財
源

の
有
効
活
用
＝
無
駄
の
排
除
」
。
同
時

に
、
市
報
酬
審
議
会
答
申
の
議
員
報
酬

引
き
上
げ
案
と
関
連
し
、
「
改
革
の
範

を
示
す
」
と
い
う
も
の
で
す
。 

 

議
員
は
、
①
市
民
の
要
求
を
市
政
に

反
映
す
る
。
②
市
政
を
市
民
の
立
場
で

チ
ェ
ッ
ク
す
る
、
と
い
う
役
割
が
あ
り

ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
地
方
自
治
法
で
は

野
洲
市
の
場
合
、
２６
名
の
定
数
を
定
め

て
い
ま
す
。
し
か
し
、
合
併
前
３４
名
（
中

主
１４
、
野
洲
２０
）
の
議
員
を
２４
名
に

削
減
（
次
回
選
挙
２２
名
）
さ
れ
市
民
の

声
を
大
幅
に
制
限
し
て
い
ま
す
。 

 

今
回
、「
無
駄
の
排
除
＝
定
数
削
減
」

と
し
て
定
数
削
減
を
提
案
し
た
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
野
洲
議
員
団
で
す
が
、
「
無

駄
の
排
除
」
と
い
う
の
で
あ
れ
ば
、
や

る
べ
き
こ
と
は
、
新
幹
線
新
駅
へ
の
無

駄
な
負
担
や
同
和
行
政
の
見
直
し
・
廃

止
な
ど
、
市
民
の
立
場
で
市
政
を
チ
ェ

ッ
ク
す
る
こ
と
で
す
。 

議
会
制
民
主
主
義
を
否
定
す
る
議

員
定
数
削
減
は
、
市
民
の
声
を
制
限

し
、
ひ
い
て
は
暮
ら
し
優
先
の
市
政
推

進
を
否
定
す
る
も
の
で
す
。 

 
 定数条例案の態度 

 

１
月
22
日
付
「や
す
民
報
」の
記
事
中
、
定
数
削
減
案
の
提
案
会

派
は
「ネ
ット
ワ
ー
ク

野
洲
」で
し
た
。訂
正
し
ま
す
。 

 合併前 現 行 値上げ案 

旧中主町  2533 

旧野洲町  2589 
 3947  4460 

※保険料（６５歳以上）は基準額（月額＝円） 

 市は来年度（Ｈ１８年度）の野洲市介護保険料

案（６５歳以上）を１７日の議会全員協議会で明

らかにしました。 
これによりますと、下表のように、現行３９４

７円（基準額・月額）を１３％値上げて４４６０

円にするというものです。 
日本共産党議員団は、一貫して、「値上げをや

めること。所得の低い方々への保険料の減額免除

制度を実施すること」を求めてきました。 
しかし、市は、「受益者負担の原則」を盾に拒否。

市民の願いに背を向けています。 
昨年１０月からは、施設入所などで、食費やホ

テルコストなど、高負担が強行されている中、２

年連続の大幅な値上げは許されません。 

議
案
と
と
も
に
、
当
初
の
用
地
交
渉

と
関
連
し
、
地
権
者
に
損
害
を
与
え

た
補
償
費
も
提
案
さ
れ
ま
し
た
。
当

局
の
初
歩
的
ミ
ス
で
公
費
の
損
害
補

償
ま
で
至
る
中
、
責
任
の
所
在
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。 

日
本
共
産
党
は
、
長
年
に
渡
り
、

旧
野
洲
町
で
の
中
学
校
給
食
の
実
施

を
求
め
て
き
ま
し
た
。 

多
く
の
市
民
が
求
め
て
き
た
自
校

方
式
と
は
か
け
離
れ
て
い
ま
す
が
、

学
校
給
食
が
教
育
の
一
環
と
し
て
位

置
づ
け
ら
れ
、
食
育
教
育
の
推
進
と

食
の
安
全
を
最
優
先
し
、
地
産
地
消

の
給
食
を
求
め
ま
す
。 

 
 

●＝反対 ○＝賛成 

日
本
共
産
党 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
野
洲 

公
明
党 

豊
政
会 

● ○ ● ● 


